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1.はじめに
（1） 働く障害者へ職場から提供されるサポートに
関する先行研究の状況
障害者が雇用継続を実現するためには，ジョブコ
ーチなど専門職による支援に加え，障害者への職場
のサポートの存在が重要であることが指摘されてい
る（Nisbet& Hanger,1988;小川，2000）。職場から
提供される働く障害者へのサポートは特に職業リハ
ビリテーションの研究の文脈では「ナチュラルサポ
ート」とも呼ばれてきた。ナチュラルサポートとは
「障害のある人が働いている職場の一般従業員（上
司や同僚など）が，職場内において（通勤は含む），
障害のある人が働き続けるために必要な様々な援助
を，自然にもしくは計画的に提供すること（p.27）」i
（小川，2000）とされる。なお，本稿ではこのような，
職場の上司同僚などから働く障害者へ提供される
サポートを，以下「職場のサポート（workplace
support）」と呼ぶこととする。
職場のサポートを提供する体制が職場内に構築さ
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れることでジョブコーチに代わって同僚や上司がサ
ポートを提供するようになり，ジョブコーチが職場
から撤退していくことが可能となるとされる。厚生
労働省は「ジョブコーチが行う障害者に対する支援
は，事業所の上司や同僚による支援（ナチュラルサ
ポート）にスムーズに移行していくことを目指」iす
としている。
また，職場のサポートは理念的にも意義があると
される。本来，職場のサポートは「ジョブコーチが
必要な期間，職場でふさわしい援助を提供してくれ
るので，障害者がジョブコーチに頼り切り，自分で
判断したり，同僚との適切な人間関係が築けなく
なってしまう（p.40）」（石渡，1999）ことへの対処
として重視されるようになってきた経緯がある。
Butterworthほか（1996）では，職場のサポートと
社会的インクルージョンの結びつきが論じられてお
り，逆にNisbet& Hagner（1988）は，職場のサ
ポートのないジョブコーチのみによる職場での障害
者への支援はスティグマ化にがるとしている。
それでは職場のサポートは実際にその効果が実証
されているのであろうか。わが国では職場のサポー
トについては，事例研究などの質的研究は見受けら
れるものの（陳，2004;若林，2008），職場のサポー
トの効果を測定した量的研究はあまり見受けられな
い状況ではある。一方，障害者就労支援の研究が蓄
積されている米国では，職場のサポートがあるこ
とで給与や交流が増えること（Mank,Cioffi,&
Yovanoff,1997）や，給与が増え雇用期間が長期化
する（Weiner& Zivolich,2003）といった実証結果
が示されてきた。
このように職場のサポートの効果について検証を
試みている先行研究はあるものの，それらにはいく
つかの課題が指摘できる。まず，職場のサポートに
ついて「ナチュラルサポート」の名称で取り上げた
研究では，そのサポートの定義や測定方法が必ずし
も妥当とは言えない場合がある。Mankら（1997）
はナチュラルサポートの測定を試みる際に「典型性」
という概念を用い，当該障害者が職場で典型的に扱
われているということはナチュラルサポートを受け
ていることと同義であると捉えている。彼らの言う
「典型性」には，面接等仕事の獲得の状況，給与
会社の福利厚生などが含まれており，これらが他の
社員と同等（典型的）であればあるほど，同僚との
交流が増え，給与額と正の相関があることを見出し
た。そして，「本研究の ・典型的な雇用の状況・の
概念は，ナチュラルサポートと同じなのか？ その
答えは ・恐らく（perhaps）・である（p.194）」とし，
「典型性」とナチュラルサポートは同じ概念である
としている。しかしながら，職場によっては同僚か
らのサポートがないことが典型的であることも考え
られるため，当該労働者がその職場で典型的に扱わ
れることと，上司同僚からのサポートがあること
は異なると考えるべきであろう。そのため彼らの研
究は，職場のサポートが提供されることで職業適応
に好影響があることを十分には証明できていないと
指摘できよう。
第二に，職場のサポートが職業継続に影響を与え
るのであれば，どのようなメカニズムによるものか
が重要であると考えられるが，これまでこの観点か
らの検討はなされておらず，今後の課題として挙げ
られる。ミネソタ職業適応理論（Dawis& Lofquist,
1984）iiによれば職業適応とは，職場からの要求水
準に対する労働者の職務充足（逆に，職場側は労働者
に満足する），及び職場から提供される強化刺激の程
度による労働者の職務満足（逆に，職場側は労働者の
ニーズを満たす）の2側面から規定され，これら職
務充足と職務満足が，職業継続昇進離職などに
がるとされる。また障害者についても職務満足が
離職意図と関連することも指摘されている（若林，
2007）。このような視点は障害者の職業継続を捉え
る上で重要であると考えられる。そして，職場のサ
ポートがあることは職務充足や職務満足，さらには
離職継続の意図に影響があることとも関連し，職
場のサポートは職務満足などを媒介し，間接的に離
職意図（継続意図）に影響を与える，というモデル
を想定することもできるが，このような研究は行わ
れてきていない。
（2） 同僚上司からのソーシャルサポートと職業
適応との関係に関する先行研究
一方，企業で働いている障害者が対象の研究では
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ないが，上司同僚等からのソーシャルサポートが
職務満足やストレスの低減に効果があることが，職
業産業場面におけるソーシャルサポートの研究で
は示されてきている。例えば，小牧田中（1993）
では，給与や労働時間といった外的な条件に関する
不満足度が高くても，同僚や先輩からのサポートが
高く提供される場合，仕事へのモティベーションが
高まり，ストレスが低下するという緩衝効果がある
ことが示された。また，職場のソーシャルサポート
が職務満足，組織コミットメントにも影響を与える
ことを示す研究もある（井川，2010;厨子，2010）。
さらに，デマンド－コントロール－サポートモデル
（Johnson& Hal,1988）では，労働によるストレス
や健康状態は，職務の要求水準（デマンド）や労働
者自身が仕事をコントロールできる程度により影響
されるが，同僚等からのサポートがそれらの関係を
緩衝することが想定されている。
これらの，職場のソーシャルサポートに関する先
行研究は，先述したナチュラルサポートの効果を検
証している先行研究の課題として挙げた，上司同
僚からのサポートの測定や，職務満足など職業適応
にがる諸概念とソーシャルサポートとの関連の追
求に対応していると考えられる。そのため，障害者
に対するサポートの効果を明らかにする上でも，有
用な視点を提供する可能性がある。
（3） ソーシャルサポート研究の働く障害者に関す
る研究への適用可能性
ただし，職場のソーシャルサポート研究の観点か
ら，障害者の職業適応に対する職場のサポートの影
響を明らかにするためには留意すべきことも考えら
れる。それらは（a）ソーシャルサポートと職場の
サポートとの概念の比較の必要性，（b）どのよう
な変数との関連を明らかにしようとしてきたのかの
相違，である。
まず，職場の「ソーシャルサポート」と，障害者
への就労支援研究の文脈で用いられてきた「職場の
サポート」との異同はどこにあるのか整理する必要
があるだろう。これまでソーシャルサポートについ
ては，概念的に正確な定義は十分なされてきている
とは言えないものの（浦，1992），少なくとも，人か
ら人へ提供されるサポートであることは最低含まれ
る条件であると指摘できよう。一方，職場のサポー
トについては，同僚上司等からの人的サポートの
ほか，フレックス勤務などの制度手続き的サポー
ト，電動ステープラーの使用などの物理的サポート
を含めて考えられてきた（Butterworthほか，1996）。
ただし，Butterworthほか（1996）は職場のサポー
トは上司や同僚からのサポートを意味するものとし
て最も使われている（p.106）としており，職場の
サポートも人的支援が中心であると言える。以上か
ら，職場のサポートとは人的支援に限られるもので
はないが，ソーシャルサポートの枠組みを参考に研
究を進めるのであれば，人的支援に焦点を当てたも
のになると考えられる。
また，ソーシャルサポートは機能的に大きく分け
ると，情緒的サポートと道具的サポートがあるとさ
れるが（浦，1992），障害者への職場のサポートにつ
いては同様の分類による研究の蓄積はあまり行われ
てきていない。自然発生的か計画的かという，サポ
ート発生のきっかけに関する分類はなされているも
のの（小川，2000）iv，そのサポートの内容ごとに効
果が異なるのかどうかの検討は，あまりなされてき
たとは言えないだろう。もっとも，小川（2000）で
は，同僚上司から障害者へのサポートの例として
「一日の仕事の終わりに，職場の上司が 今日はと
てもよくがんばったねと誉めてくれた」という情
緒的なサポートの例や，「仕事のやり方が分からな
くなって困っていた時，たまたま，そばを通った従
業員が次にやるべき仕事を教えてくれた」という道
具的なサポートの例を提示しており，職場のサポー
トにも情緒的側面と道具的側面の両面は含まれると
考えられる。
ただし，情緒的，道具的という区分のみでは，働
く障害者への職場のサポートとマッチしない面もあ
ると考えられる。これまでのジョブコーチ支援の撤
退との関連で語られてきた文脈，先述の小川（2000）
の例での「仕事を教える」「仕事のでき具合を誉め
る」といった仕事の習熟をサポートする要素が含ま
れていること，さらには障害者の働く現場では苦手
な作業を代わりに担当するというサポート提供も考
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えられ，職場のサポートという概念には，仕事を教
える，仕事を代わって行うといった，仕事に関する
サポートが中核的な要素として含まれるべきと考え
られる。このように考えていくと，これまでのソー
シャルサポートの尺度では仕事作業の習熟をサポ
ートする要素が特に強調されて取り上げられてきた
とは言い難い。
一方，障害者とは示されていないが，「低業績者
（lowperformer）」への同僚からの援助行動（helping
behavior）の研究では，低業績者への援助行動として
「教示する」「補助する」「動機づける」といった要
素があり，これら援助行動の型と援助提供者の判断
との間に関連があることが指摘されている（Jackson
& LePine,2003）。Jackson& LePin（2003）の研究
で用いられた，この援助行動の尺度の構成要素は情
緒的（動機づける），道具的サポート（教示する，補助
する）という観点からも可能であるとも考えられる
一方で，教えることや補助することが含まれ，やる
べきことの遂行支援が中心的要素となっていること
から，ソーシャルサポートの尺度を使用するよりも，
障害者への職場サポートを測定する上ではより適切
であると考えられる。そこで，本研究ではJackson
& LePine（2003）の同僚上司からの低業績者へ
の援助行動の尺度を基にした項目を作成し，この項
目と，職場のソーシャルサポートの先行研究で扱わ
れてきている職業適応の変数との関連を追究する。
次に，どのような変数との関連を明らかにしよう
としてきたのか，すなわちどのような変数と相関や
回帰分析等の分析が行われてきたのかの相違だが，
小川（2001）では仮に障害者の自立度が80％であ
ったとしても，職場からのサポートによって企業の
要求水準が20％下がることで，就労維持が可能と
いう説明を行っている（p.116）。このことから，障
害者への職場からのサポートはどちらかと言えば，
職務充足度との関連で論じられている傾向があると
も考えらえる。一方，ソーシャルサポートはもとも
と精神衛生分野で提唱された概念であり，ストレス
の低減や心理的安寧との関係が論じられてきた。職
場におけるソーシャルサポートに限定しても，先に
示した通り，職務満足や組織コミットメント（井川，
2010），モティベーション（小牧田中，1993），メン
タルヘルス（小牧，1994）といった構成概念との関
連が中心に論じられてきており，職務充足や業務の
パフォーマンスとの関連はわが国ではあまり扱われ
てきていない。これらの違いは，職場のサポートに
関する研究の文脈と，ソーシャルサポートにおける
研究の文脈とで，何を関連する変数として重視する
のかという，背景にある価値観関心の相違が反映
されていると考えられる。企業で働く障害者に対す
る同僚からのサポートの効果を，ソーシャルサポー
ト研究の枠組みを参照して明らかにしようとする場
合，関連する変数としてストレスなど心理的安寧に
関する変数だけではなく，職務充足も取り上げる必
要があるだろう。
さらに，障害者への大きな支援目標として社会的
インテグレーションがあり（Chadsey-Rusch&Heal,
1995），職場からのサポートは，障害者の職場でのイ
ンテグレーションやインクルージョンという理念的
観点からも重要とされる（Nisbet& Hagner,1988）。
そのため，職場のサポートと，職場でのインテグレ
ーションを示す変数と，障害者と同僚上司達との
交流の程度や，職場で受容されている感覚といった
変数との関係を明らかにすることも重要であろう。
以上の検討を基に，本研究では職場のサポート，
特に上司同僚からの人的支援に焦点を当て，また
対象を企業で働く知的障害者に限定し，職場のサポ
ートは，企業で働く知的障害者の職業適応（職務満
足，職務遂行，組織コミットメント，職業継続意図）や
職場でのインテグレーションと正の関係があるのか，
明らかにすることを目的とする。
2.方 法
（1） 調査対象調査時期
独立行政法人高齢障害求職者雇用支援機構の
サイト上の「障害者雇用事例リファレンスサービ
ス」v（好事例データベース）において，知的障害者を
2名以上雇用している企業794社に対し，各企業に
2名ずつ，知的障害のある従業員への質問紙の配布
を依頼した。回答された質問紙は企業側でとりまと
めるのではなく，調査協力者が直接研究者に返送で
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きるようにした。質問紙回収期間は平成25年11月
より平成26年1月であった。
（2） 調査項目
調査項目は，①基本属性（性別，年代，療育手帳の
等級，現在の職場の在籍期間，職種，勤務時間），②上
司同僚からの援助行動（職場のサポート）（「私にわ
かりやすく仕事を教えてくれる」等11項目，15の5件
法），③職務満足（「仕事そのものを達成感やりがい」
等6項目，14の4件法），④職務充足（「私の仕事のス
ピードや正確さを会社の人は認めてくれている」等3項
目，14の4件法），⑤組織コミットメント（「私はこ
の会社の社員であることを誇りに思う」等9項目，15
の5件法），⑥職場でのインテグレーションの程度
（「昼休みや休憩時間に職場の人と話している」等10項目，
15の5件法），⑦離職継続意図（1.今の会社で今の
仕事を続けたい，2.今の会社で違う仕事をやりたい，3.
違う会社で今と同じ仕事を続けたい，4.違う会社で違う
仕事をやりたい，5.わからない，から1つを選択）とし
た。②④⑤⑥は「とてもあてはまる」～「まったくあ
てはまらない」まで，③は「とても満足している」
～「まったく満足していない」までの設定であった。
②についてはJackson& LePine（2003）を基本
とし，さらに情緒的要素を加えるために山口（2007）
の項目の一部も含めた。③⑦は若林（2007），⑤は
鈴木（2007），⑥はNovak& Rogan（2010）を基に，
知的障害者が項目を読むことを考慮して表現を修正
した。④はミネソタ職業適応理論（Dawis&Lofquist,
1984）の考えを基に独自に作成した。
（3） データ処理の方法
まず，全ての項目について単純集計を行った。次
に②～⑥に関しては探索的因子分析により因子を抽
出し，信頼性係数を算出した。因子分析は最尤法，
プロマックス回転，固有値1以上の基準で因子を抽
出した。抽出された因子を構成概念として扱うため
に，構成項目の合計得点を項目数で除し，その構成
概念の得点とした。さらに，基本属性のうち，性別，
年齢（年代），勤務月数，②③④⑤⑥⑦間でPearson
の積率相関係数を算出した。その際，性別について
は男性を「1」，女性を「2」とし，⑦については，
「1.今の会社で今の仕事を続けたい」「2.今の会社
で違う仕事をやりたい」を「0」，その他を「1」と
して処理を行った。
（4） 倫理的配慮
調査は研究目的で実施され，質問紙調査への参加
は調査協力者本人の自由意思であること，調査協力
者の理解できる文面とすること，回答データはすべ
て統計的に処理し調査協力者の個人が特定できない
ようにする等の倫理的配慮を行った。筑波大学人間
系研究倫理審査委員会より研究倫理に係る承認を受
けた（承認No.:東2544）。
3.結 果
（1） 回収率基本属性及び離職意図
169の回答があり，794社の会社に2名分ずつ配
布したため794×2＝1588を総数とすると，回収率
は10.6％となる。事例の①基本属性は，性別は男
性:136（80.5％），女性:29（17.2％），無回答:4
（2.4％），年齢層は 10代:13（7.7％），20代:64
（37.9％），30代:54（32.0％），40代:22（13.0％），50
代以上:10（5.9％）であった。勤続年数の分布は，
1～492か月（M＝91，Med＝71）であり，36か月以
内の在籍期間の者は57（33.7％），同じく37か月～
120か月が67（39.6％），121か月以上が38（22.5％）
であった。従事職種は，その他（仕分けなど）:45
（26.6％），生産工程:35（20.7％），運搬清掃包
装等:33（19.5％）であり，現在の知的障害者の一
般的雇用状況（内閣府，2012）に比べサービス職種
等に従事している割合が低かった。
療育手帳上の障害の程度の表記は都道府県によっ
て異なるため，一律な評価は困難であるが，B:45
（26.6％），B-1:27（16.0％），B-2:37（21.9％），4度:
13（7.7％）となっており，一般企業で働く知的障害
者が回答者であるためか，軽度～中度の知的障害者
が大半を占めることが窺われる結果となった。
今後の⑦離職継続意図については，「1.今の会
社で今の仕事」105（62.1％），「2.今の会社で違う仕
事」20（11.8％），「3.違う会社で同じ仕事」0（0％），
「4.違う会社で違う仕事」6（3.6％），「5.わからな
い」26（15.4％）で，その他無回答は12（7.1％）と
なっていた。
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（2） 上司同僚からの援助行動
②上司同僚からの援助行動11項目を因子分析
した結果，3因子が抽出された（表1）。第1因子に
は「分かりやすく仕事を教えてくれる」「仕事のコ
ツを教えている」のほかに，「明るく接している」
という情緒的な項目も含まれていたことから，教え
育て見守るといった態度が含まれる教育的行動であ
ると解釈し「教育」と名付けた。一方，第3因子に
も「アドバイスしている」という教育的な行動と
「手伝っている」という補佐的な行動が含まれてい
たが，こちらはどちらかと言えば，ソーシャルサポ
ートの概念で言う道具的サポートの側面が強いと解
釈し，「作業遂行サポート」と名付けた。第2因子
については項目内容から，やや否定的なニュアンス
が含まれ，かつ強めの指導的関わりであると解釈し
「叱咤」と命名した。回答の一貫性を示すα係数は，
「叱咤」「作業遂行サポート」では高い値とは言えず
解釈に慎重さが求められるものの，構成概念が成立
すると判断し，この後の解釈を進めることとした。
これらの項目は15の5件法による回答だったが，
「教育」や「作業遂行サポート」は4.0前後と，比
較的高い水準で提供されていることが見受けられた。
ただし，「叱咤」についても3.4程度であり，ある
程度この種の関わりもあると回答者が認識している
ことが示された。
（3） 職務満足職務充足
③職務満足に関しては1因子構造となった（表2）。
因子負荷量は「仕事そのものの達成感」が最も高く，
次いで「同僚との人間関係」「人から認められるこ
と」の順となった。また，これらの項目は14の4
件法であったが，平均値は3.06であり職務満足は
ある程度高いことが見受けられた。
また，職務充足についても本研究で用いた項目で
は1因子構造が確認された（表3）。また，これらの
項目も14の4件法であったが，平均値は3.19で
あり自分は周囲から認められており，自分は仕事を
こなせていると認識している者が多いことが窺えた。
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表1 上司同僚からの援助行動の項目の因子分析結果
1 2 3
●教育（M＝4.12,SD＝0.90,α＝0.81）
・私に分かりやすく仕事を教えてくれる。 .859 .071 .011
・私に明るく接している。 .710 .104 .103
・私に，仕事のコツを教えている。 .648 .143 .039
・私に，仕事の方法やどの仕事を先にやったらいいか教え
ている。
.524 .052 .182
●叱咤（M＝3.43,SD＝1.10,α＝0.64）
・もっと一生懸命仕事をするように言ってくる。 .158 .650 .247
・私に問題がある場合，「ここでは，それでは認めてもら
えない」と言ってくる。
.216 .618 .180
・私に問題がある場合，努力して直すように言ってくる。 .076 .551 .136
●作業遂行サポート（M＝3.96,SD＝0.90,α＝0.61）
・ミスなくスムーズに仕事ができるよう，アドバイスして
いる。
.038 .007 .829
・私にとって仕事が難しかったら手伝っている。 .201 .035 .442
固有値 3.087 0.702 0.673
寄与率 34.297 7.802 7.473
累積寄与率 34.297 42.099 49.572
因子間相関 1 2 3
1 1 0.474 0.513
2 1 0.28
（4） 組織コミットメント職場でのインテグレー
ション
⑤組織コミットメントについては，先行研究で示
されていた構造同様，「情緒的コミットメント」と
「功利的コミットメント」の2因子であることが示
された（表4）。この項目は15の5件法であったが
中でも情緒的コミットメントは4.01と比較的高い
値であることが示された。
⑥職場でのインテグレーションについては，先行
研究（Novak&Rogan,2010）と同内容の2つの因子
が抽出された（表5）。先行研究では「ソーシャルサ
ポートを受けている感覚（employees・feelingsof
socialsupport）」とされていた因子は項目の内容か
ら 「被排除感」， 同様に 「社会参加 （social
partcipation）」とされていた因子は「職場の人との
交流」と名付けた。この項目は15の5件法であっ
たが，被排除感は低い値であることが示された。
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表4 組織コミットメントの項目の因子分析結果
1 2
●情緒的コミットメント（M＝4.01,SD＝0.79,α＝0.88）
・私はこの会社のことが好きだ。 .891 .050
・私はこの会社のために尽くしたい。 .826 .112
・この会社で言われている，会社全体の目標
は，私にとっても大事だと思う。
.820 .201
・私はこの会社の社員であることを誇りに思
う。
.790 .032
・この地域に住んでいる人は，この会社の社
員のことを信頼していると思う。
.575 .017
・私は，この会社に起きている問題でも，自
分の問題のように感じる。
.516 .151
●功利的コミットメント（M＝3.62,SD＝1.05,α＝0.71）
・私には，他の会社で働くことが難しいので，
この会社を離れることは考えられない。
.052 .726
・私がそうしたくとも，今，この会社を離れ
るのはとても難しいことである。
.179 .660
・私はこの会社でしか働けない人間になって
いる。
.155 .639
固有値 4.089 0.809
寄与率 45.433 8.99
累積寄与率 45.433 54.423
因子間相関 2
1 .586
表2 職務満足の項目の因子分析結果
1
●職務満足（M＝3.06,SD＝0.64,α＝0.82）
・仕事そのものの達成感やりがい .788
・同僚との人間関係 .707
・今の会社での出世のチャンス，人から認められ
ること
.683
・労働条件（給与労働時間通勤の距離など） .657
・上司の指導のやり方や上司の物事の決め方 .617
・自分のアイデアを試したり，自分自身で物事を
決めるチャンス
.532
固有値 2.681
寄与率 44.69
表3 職務充足の項目の因子分析結果
1
●職務充足（M＝3.19,SD＝0.67,α＝0.79）
・私の仕事のスピードや正確さを，会社の人は認
めてくれている。
.869
・会社の人は，私の仕事への態度（集中力，まじ
めさ，積極性）を認めてくれている。
.737
・自分は仕事がよくできていると思う。 .645
固有値 1.714
寄与率 57.148
表5 職場でのインテグレーションの項目の
因子分析結果
1 2
●被排除感（M＝2.16,SD＝1.10,α＝0.78）
・職場の人は，私にきちんと対応してくれな
い。
.828 .100
・職場の人から受け入れてもらっていないと
感じる。
.808 .042
・私は職場では孤独だ。 .583 .044
●職場の人との交流（M＝3.60,SD＝0.86,α＝0.62）
・昼休みや休憩時間に職場の人と話している。 .013 .642
・私はカラオケやファミレスでの食事など，
職場の外でも職場の人と過ごすことがある。
.093 .514
・私が職場に着くと，職場の人は，私に挨拶
する。
.089 .479
・私は会社の行事（飲み会や旅行など）に参
加している。
.098 .463
・スポーツなど，仕事以外の話を職場の人と
することがある。
.137 .453
固有値 1.888 1.173
因子寄与率 23.604 14.663
累積寄与率 23.604 38.267
因子間相関 1 2
1 .252
（5） 各変数間の関連の検討
性別や年代，勤続の月数といった基本属性を含め，
各変数間の関連を調べるために，Pearsonの積率
相関係数を算出した（表6）。基本属性と因子分析に
抽出された構成概念とでは，勤続の月数と作業遂行
サポート職務満足に負の関係が，また年代と被排
除感に正の関係が，それぞれ強くはないものの認め
られた。
次に，構成概念同士についてであるが，「職務満
足」と，上司同僚の援助行動のうちの「教育」「作
業遂行サポート」については，それぞれr＝ .561，
.466と中程度の相関が認められた。一方，職務充
足と上司同僚の援助行動のうちの「教育」「作業
遂行サポート」については，それぞれr＝ .308，
.347と，1％水準で有意ではあるものの強いとは言
えない相関の程度であった。組織コミットメントの
うち「情緒的組織コミットメント」は，「職務満足」
とはr＝ .654，また上司同僚の援助行動のうち
の「教育」「作業遂行サポート」とはそれぞれr＝
.566，.492であった。なお，上司同僚の援助行動
のうちの「叱咤」については，情緒的功利的の2
種類とも組織コミットメントとは有意な相関が見ら
れたがそれでも.2程度であり強い相関であるとは
言えず，また「職務満足」「職務充足」とは有意な
相関が認められなかった。
職場でのインテグレーションを示す概念のうち，
「被排除感」は「職務満足」とr＝－.448の相関が
見受けられた。一方，「交流」については上司同
僚の援助行動の構成概念とは強い相関は認められず，
「職務満足」とはr＝ .345の，やや弱い相関が認め
られた。
さらに，離職意図との関係については，中程度の
相関が認められたものとして，「職務満足」（r＝
－.484），「情緒的組織コミットメント」（r＝－.530），
「功利的組織コミットメント」（r＝－.439）が挙げら
れる。同僚上司の援助行動の構成概念とは，「教
育」（r＝－.308），「作業遂行サポート」（r＝－.270）
と，有意ではあるもののあまり強い相関は認められ
なかった。
4.考 察
（1） 本研究で得られた回答サンプルについて
本研究の回答は，「障害者雇用事例リファレンス
サービス」という言わば好事例集に登録されていた
企業を通じて回収したものであった。このこともあ
ってか，離職意図を問う項目では「今の職場仕事
を続けたい」とする回答が多かったこと，また「職
務満足」「情緒的組織コミットメント」の得点が高
く，「被排除感」は低く，基本的には職業適応の状
況は良好であることが窺えた。さらに，回収率も決
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表6 変数間の相関
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1勤続月数 1
2性別 .223** 1
3年代 .492** .199* 1
4教育 .110 .072 .129 1
5叱咤 .104 .079 .136 .362** 1
6作業遂行サポート .171* .020 .020 .497** .240** 1
7職務満足 .207* .004 .133 .561** .135 .466** 1
8職務充足 .152 .065 .073 .308** .065 .347** .458** 1
9情緒的組織
コミットメント
.062 .028 .038 .566** .267** .492** .654** .553** 1
10功利的組織
コミットメント
.016 .073 .005 .400** .243** .264** .393** .232** .485** 1
11被排除感 .154 .079 .243** .271** .072 .278** .448** .250** .348** .095 1
12交流 .079 .035 .100 .257** .001 .211** .345** .085 .153 .112 .167* 1
13離職意図 .066 .019 .021 .308** .143 .270** .484** .329** .530** .439** .202* .168*
**相関係数は1％水準で有意（両側），*相関係数は5％水準で有意（両側）
して高いとは言えないことから，母集団を企業に雇
用されて働く知的障害者と捉えると，その中でもや
や偏ったサンプルである可能性は考えられる。
このようなことから，解釈に慎重さが求められる
とも考えられるが，一方で，本研究の主な目的は，
企業で働く知的障害者の職業適応状況の実態を明ら
かにすることではなく，上司同僚の援助と職場適
応の関係を明らかにするという，変数間の相関に関
心を置いていること，150以上の回答を集められた
ことから，推測統計を用いてある程度の推測が可能
であると判断した。
また，企業で働く知的障害者本人が回答するとい
う形態での調査であったため（中には家族が回答を手
伝ったという記述が付されているものもあったが），質
問項目が協力者に正しく伝わっているのかという疑
問，すなわち妥当性の問題も指摘できるかもしれな
い。ただし，後述するように，抽出された因子の内
容や，相関が考えられる変数間の関係性は，先行研
究で示されてきた知見と，矛盾が認められなかった。
そのため，知的障害という制約がある回答者ではあ
っても，その測定結果の妥当性はある程度確保され
ているものと考える。
（2） 因子分析により抽出された構成概念について
因子分析によりいくつかの構成概念が抽出された
が，これらの構成概念のうち，先行研究で使用され
ていた項目を基に本研究の対象者に適用した「組織
コミットメント」「職場でのインテグレーション」
については，先行研究と同様の因子が抽出された。
このことは，項目自体にある程度の妥当性が確保さ
れていると考えられるが，同時に，知的障害者の回
答を想定していない先行研究と同様に，障害程度が
軽度中度中心の企業に雇用されている知的障害者
の回答でも，これらの概念からの把握が可能である
ことを示唆している。
職場のサポートについても，基になった先行研究
であるJackson& LePine（2003）とは同様の結果
となったため，これも上述したことと同じく，同様
の項目から同様の因子が抽出されやすい構造になっ
ていることが確認されたと言える。一方，この項目
をソーシャルサポートの観点から見ると，片受庄
子（2000）では同じ道具的サポートとされる「教え
てくれる」こと（本稿では「教育」）と，「手伝って
くれる」こと（本稿では「作業遂行サポート」）は異な
る因子から説明され，また「教育」の因子には山口
（2007）からの項目である「明るく接している」も
含まれていた。本稿で言う「教育」とは道具的サポ
ートの要素が強いものの，情緒的な要素も含まれる
ものと考えられる。
（3） 変数間の相関について
職場のサポート（教育及び作業遂行サポート）と職
務満足とには，ある程度の相関が認められた。一方，
叱咤と職務満足職務充足とは，有意な相関は認め
られなかった。この結果からいくつかの考察ができ
よう。まず，職場で提供されるソーシャルサポート
に関する先行研究と同様の結果が，働く知的障害者
に関しても得られたものと考える。特に教育と職務
満足の相関は，中程度であり，一定の関連があるも
のと判断される。このことは，働く知的障害者に関
してはこれまできちんと実証されてこなかったこと
であり，意義のあるものであると考えられる。
一方，本研究で，職場のサポート（上司同僚の
援助行動）の一つの形態であると捉えていた「叱咤」
については，職務満足や職務充足，離職意図との有
意な相関は認められず，他の職業適応と関連のある
変数である組織コミットメントとの相関も強いもの
ではなかった。このことから，実際には叱咤的な関
わりは，知的障害者を雇用する現場で発生している
とも考えられるが，このような関わりの効果は限定
的である可能性がある。ただし一方で，全く相関が
ないわけではないことにも留意が必要であろう。
また，「教育」「作業遂行サポート」と「職務充足」
との相関は，「職務満足」との相関に比べると高い
とは言えなかった。このことから，確かに職場のサ
ポートは職務充足や職業技能形成にある程度は効果
がある可能性があるものの，そこには限界があるこ
とが示唆されるのではないだろうか。
さらに，職場のサポート（特に「教育」）と職務満
足，職務満足と離職意図の相関はある程度認められ
たものの，これらの関係に比べ職場のサポートと離
職意図の相関は高いとは言えなかった。ここから，
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職場のサポートと離職意図は直接関連しているとい
うより，職務満足が媒介している可能性が示唆され
るとも考えられる。もしそうであれば，先行研究
（若林，2007）や，さらにはミネソタ職業適応理論
（Dawis& Lofquist,1984）で示されているとおり，
離職意図（継続意図）には直接的には職務満足が関
連していると考えられる。
加えて，職務満足は本研究では，離職意図以外の
他の重要な変数である，組織コミットメントや職場
でのインテグレーションとも，中程度の相関が認め
られた。職務満足は，職業適応を把握する上でキー
となる変数である可能性があり，またこの職務満足
に強い関連のあるものとして職場のサポートがある
という構造の可能性が考えられよう。
（4） 実践への示唆
これまでのところ，職場でのサポートは先行研究
やジョブコーチ支援の実践において，本論文の冒頭
で述べた通り，職務充足との関連で論じられてきた
面が強いと考えられる。しかし本研究の結果からは，
職場のサポートは職務充足もさることながら，どち
らかというと職務満足と強く関連していることが示
唆された。そのため，職場のサポート体制を構築す
る意義はジョブコーチなど就労支援専門職が担って
いる作業遂行支援の役割を職場側に引継ぎジョブコ
ーチの撤退に備える，ということだけではなく，職
業生活への満足度を上げ，さらに組織コミットメン
トを高め，その組織に貢献できる人材に育てる点や，
さらには職場でのインテグレーションを高める，と
いう点にもあることが考えられよう。また，職場の
サポートが職務充足と強い関連が必ずしもあるとは
限らないことから，職務充足の向上のためには，職
場のサポートのみならず就労支援専門職による支援
や就職前の職業訓練的な活動が果たす意義が重要で
あることが改めて示唆されよう。
（5） 本研究の限界と今後の課題
本研究で扱った現象について，理論的観点からは
職場のサポートを受けることで職務満足が高まり離
職意図が低下する，という因果の流れが考えられる
ものの，逆の因果の流れも考えられる。例えば職務
満足が高いために，働く障害者の対人面での対応が
良好となり，より職場サポートを受けやすくなる，
といったことである。そのため，各変数間の因果の
方向が不明であると考え，本研究では相関分析に留
めている。
ただし因果の流れを明らかにすることで，さらに
理論的側面からも実践的側面からも得るものは大き
いと考えられる。例えば，2時点以上の測定を行う
パネル調査交差遅れ効果モデル（高比良ほか，
2006）などの手法を用い，変数間の因果の関係を明
らかにすることが必要であると考える。
注
i この定義に，自然に発生するサポートに加え，「人工
的」であると言える計画的なサポートも含まれてい
ることに留意する必要がある。
i 厚生労働省:職場適応援助者（ジョブコーチ）支援
事業について http:/www.mhlw.go.jp/stf/seisa
kunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougai
shakoyou/06a.html（最終アクセス日2015年12月
20日）
ii 働く人の持つ諸要素と職業の持つ諸要素のマッチン
グに関する理論であり概要は以下の通りである。働
く人の能力には様々な要素があり，職業にも職務遂
行上の様々な要素の要求水準があり，働く人の能力
と職業の要求水準がマッチすると「職務充足」とな
る。また，働く人の価値観にも様々な要素があり，
職業にも様々な要素の強化刺激が備わっており，働
く人の価値観と職業側の強化刺激がマッチすると
「職務満足」となる。職務充足も職務満足も，昇進，
解雇，離職等その後の状況の予測因子となる。
iv なお，Butterworthほか（1996）は，自然発生的か
計画的かというサポート発生のきっかけによる分類
の次元のほか，サポート源（人的，制度手続き的，
物理的），職場の文化との比較（典型的，修正的，特
別）の，3つの次元による分類を提案している。
v 独立行政法人高齢障害求職者雇用支援機構:障
害者雇用リファレンスサービス http:/www.ref.
jeed.or.jp/（最終アクセス日2015年12月20日）
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